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問都市整備課（☎983‒5049）

生産緑地地区指定申請はお早めに
　平成29年の都市計画運用指針改正
を受け、生産緑地地区の追加指定申
請を受け付けています。本年中の指
定を希望される人は６月30日（金）
までに必要書類を揃えて申請してく

ださい。
　指定を受けるには、面積などの要
件があります。また、農地等利害関
係人などの同意が必要です。詳しく
は、お問い合わせください。

▼生産緑地地区とは
　市街化区域において緑地機能およ
び多目的保留地機能を有する優れた
農地などを計画的に保全し、良好な
都市環境の形成に資することを目的
として、都市計画法により定めるこ
とができる地区です。

　生産緑地地区に指定すると、原則、
30年間の営農が義務付けられ、建築
や造成などができなくなる一方で、
税制上の特例措置の適用対象となり
ます。
※申請書は都市整備課窓口と市ホー
ムページから入手できます。

　市内の木造住宅を対象に、耐震診
断（一般診断法）を行う耐震診断士派
遣事業と耐震改修工事に助成する耐
震改修費助成事業を実施します。
　なお、募集戸数については、決ま
り次第お知らせします。
１木造住宅耐震診断士派遣事業
　京都府木造住宅耐震診断士を派遣
して耐震診断を行います。

▼対象となる住宅
　次のＡとＢのいずれにも該当する
木造住宅
Ａ昭和56年５月31日以前に着工され
た住宅もしくは平成30年６月18日の
大阪北部地震のり災証明書（一部損
壊以上）が発行された住宅
Ｂ延べ面積の２分の１以上を住宅の
用に供している住宅

▼自己負担　１戸あたり3,000円

２木造住宅耐震改修費助成事業
　耐震診断の結果、評点が1.0未満
と診断された木造住宅で、延べ面積
の２分の１以上が住宅の用に供され
ている住宅の耐震性能を向上させる
改修工事に対し助成します。

▼各事業の注意事項
※丸太組構法の住宅、旧建築基準法
38条認定および型式適合認定による
プレハブ工法の住宅は対象外です。
※申請前に耐震設計や耐震改修工事
（簡易改修、シェルター設置を含む）
の契約締結および工事着工をした場
合は補助対象外です。
※申請者は住宅の所有者または居住
者に限ります。また、賃貸住宅など
は所有者の同意が必要です。
※市が補助金を直接業者に支払う
「代理受領制度」が利用できます。

木造住宅の耐震性を高めるために

申・問申請書に添付書類を添えて、４月14日（金）～12月28日（木）
午前８時30分～午後５時（正午～午後１時除く）に都市整備課(☎983
‒5049)へ（申請書は、都市整備課窓口、市ホームページから入手可）

■木造住宅耐震改修費助成事業

助成事業名 助成額

対象となる住宅および工事

昭和56年５月31
日以前に着工さ
れた住宅

平成30年６月18
日大阪北部地震
のり災証明書
（一部損壊以上）
が発行された住
宅

耐震改修助成事業
（本格改修）
　耐震性能（評点）を1.0
以上に向上させる改修工
事に助成します。

対象工事費の
５分の４
（最大100万円）

○ ×

耐震改修助成事業
（簡易改修）
　耐震性能（評点）を向
上させる改修工事に助成
します。

対象工事費の
５分の４
（最大40万円）

○

耐震シェルター設置費
助成事業
　住宅の室内（主に寝室）
に強固な構造物を設置し、
地震により住宅が倒壊し
ても生命を守る空間を設
置する工事に助成します。

対象工事費の
４分の３
（最大30万円）

○ ×

※対象となる認定シェルターについては、お問い合わせください。

■取得できるコンビニ交付サービスの一覧

証明書の種類 窓　口
手数料

コンビニ
手 数 料 利用時間

住民票の写し・住民票記
載事項証明書 300円 200円

毎日午前６時30分～午後11時印鑑登録証明書 300円 200円
令和４年度所得証明書
課税（非課税）証明書 300円 200円
戸籍（謄本・抄本） 450円 350円 平日午前９時～午後５時15分戸籍の附票の写し 300円 200円

４月１日から各種証明書の
コンビニ交付手数料を値下げします

　令和５年４月１日からマイナンバ
ーカードを使い、コンビニなどのキ
オスク端末（多機能端末機）で証明
書を取得する場合に、従来よりも
100円値下げします。
　４月中には市役所１階の多機能端
末機を稼働する予定です。ぜひ、こ

の機会に、マイナンバーカードを取
得し、便利なコンビニ交付の利用を
ご検討ください。
※４月29日～５月７日は、マイナン
バーカード電子証明書の更新ができ
ません。このほか、システムメンテ
ナンス日の利用はできません。 問市民課（☎983‒2759）
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